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2008 年(平成 20 年)に始まった日本の人口減少は､今後若年人口の減少と老年人口の

増加を伴いながら加速度的に進行し、2040 年代には毎年 100 万人程度の減少スピード

になると推計されています。 

 特に、生産年齢人口の減少による経済規模の縮小、高齢者の増加による社会保障費の

増加など､人口減少は経済社会にも大きな影響を及ぼすこととなります。 

 

 この現状を打開すべく､政府は 2014 年(平成 26 年)12 月に､国と地方が総力を挙げて

地方の創世、人口減少の克服に取り組むうえでの指針となる「まち・ひと・しごと創世

長期ビジョン」及び、地方創生のための施策の基本的方向や具体的な施策をまとめた「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」閣議決定いたしました。 

 

 これを受け、2015 年（平成 27年）、「南阿蘇村人口ビジョン・総合戦略」を策定しま

した。策定から 5年を経て、人口の減少傾向に歯止めがかかってはいない状況が続いて

います。1920 年から 2015 年の国勢調査結果をもとに、現状の分析と新たな人口推計を

行い、今後の展望を考察しました。 

  

Ⅰ 南阿蘇村人口ビジョンの位置づけ 
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１．人口の推移と将来推計 

 

南阿蘇村では、第二次世界大戦後から 1950 年代にかけて人口が増加し、

1955 年に人口のピークを迎えた。しかしその後の 1960 年から 1970 年の高度経

済成長期にかけて人口が急激に減少。要因として、経済活動が活発な都市部へ

の人口流出が考えられる。 

1970 年代の安定成長期にいったん人口の微増があるものの、1990 年代

以降は一貫して人口減少が続いている。 

2015 年の国勢調査では人口 11,503 人、2045 年になると人口 8,222 人

まで減少されると推計される。 

 

 

2020 年 2 月現在の住民基本台帳による人口は 10,409 人であり、今後

実施される 2020 年国勢調査の結果によっては、さらに大幅な人口減少も

考えられる。 

 

Ⅱ 人口の現状分析 

 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

1920

年

1930

年

1940

年

1950

年

1960

年

1970

年

1980

年

1990

年

2000

年

2010

年

2020

年

2030

年

2040

年

2045

年

1955年（ピーク）

16,572人

2015（国勢調査）

11,503人

▲23％（2015比）

▲29％（2015比）

2040年

8,836人

2045年

8,222人

（1920 年から 2015 年の国勢調査結果に基づく） 



5 

 

 

２．年齢階層別（３区分）人口の推移と将来推計 

 

 年少人口（0～14 歳）は 1960 年をピークとして急激に減少し、1990 年に老

年人口（65 歳以上）を下回るようになった。 

老年人口は 1930 年に最も低くなり、その後一貫して上昇を続け、2015 年に

おける高齢化率は 34.8％になっている。 

 生産年齢人口（15～64 歳）は 1955 年をピークに微減微増を繰り返しながら

1985 年までは一定水準を維持していたが、その後減少を続けている。 

このまま生産年齢人口の減少が続けば、2040 年には生産年齢人口が老年人口

を下回ると予測される。 
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３．出生・死亡・転入・転出の推移 

 

「自然増減」については、データが得られた 1990 年代後半からは死亡数が出生数を

上回る「自然減」の状態になっている。 

「社会増減」については、年による変動はあるものの、どちらかに突出して増減して

ることはなく、村においての人口の増減は「自然増減」の影響が大きいものと考えら

れる。2016 年の転出と転入の大きな乖離は、熊本地震によるものと推定される。 
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４．自然増減と社会増減の影響 

 

「自然増減」については 1995 年後半以後、ほぼ一貫して自然減となっている。逆に

「社会増減」は 1990 年代後半以後、社会増の動きが見られる。これは村として移住定

住促進策を講じたためと考えられる。2016 年の熊本地震により、社会減が大きくなっ

ているが、再び転入の動きがみられ復興の兆しがみられる。 
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５．男女別産業人口 

 

 全体の産業者数では、農林業、特に農業が多く、次いで宿泊・飲食サービス業

が多い。女性では医療福祉での就業者数が多い。 
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男 女 総数

Ａ農業、林業 742 478 1,220

　 うち農業 721 473 1,194

Ｂ漁業 5 7 12

Ｃ鉱業、砕石業、砂利採取業 1 0 1

Ｄ建設業 343 60 403

Ｅ製造業 339 173 512

Ｆ電気・ガス・熱供給・水道業 7 0 7

Ｇ情報通信業 27 12 39

Ｈ運輸業、郵便業 107 22 129

Ｉ卸売業、小売業 246 313 559

Ｊ金融業、保険業 13 27 40

Ｋ不動産業、物品賃貸業 22 22 44

Ｌ学術研究、専門・技術サービス業 42 25 67

Ｍ宿泊業、飲食サービス業 233 402 635

Ｎ生活関連サービス業、娯楽業 145 186 331

Ｏ教育、学習支援事業 83 89 172

Ｐ医療、福祉 165 536 701

Ｑ複合サービス業 58 27 85

Ｒサービス業（他に分類されないもの） 132 79 211

Ｓ公務（他に分類されるものを除く） 184 40 224

Ｔ分類不能の産業 3 4 7

総数 2,897 2,502 5,399
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６．年齢階級別産業人口 

 

 就業人口が最も多い農業においては、60 歳以上が占める割合が男女ともに 50％以上

で、特に女性では 60％を超えている。地域全体の高齢化とともに、基幹産業である農業

の担い手の高齢化が進んでいる。 

 また、次いで多い宿泊飲食サービスでも半数近くが 50 代以上となっている。女性の

就業が多い医療・福祉では、50 代以上は 4割程度となっている。 
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1． 将来人口の推計 

（１）国立社会保障・人口問題研究所推計に基づく将来人口 

 国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠した将来人口の推計では、2040 年の南

阿蘇村の総人口は、8,836 人、2065 年になると 6,198 人となっている（合計特殊出生率

1.53、子ども女性比概ね 0.2 で推移と想定）。 
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（1920 年から 2015 年の国勢調査結果に基づく推計） 
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【国立社会保障・人口問題研究所推計に基づく将来人口】 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 0～14歳 15～64歳 65歳以上

2010年 11,972 1,293 6,996 3,664

2015年 11,503 1,222 6,274 4,007

2020年 11,032 1,134 5,587 4,311

2025年 10,493 1,071 4,997 4,425

2030年 9,932 987 4,590 4,355

2035年 9,413 915 4,351 4,147

2040年 8,836 878 3,927 4,031

2045年 8,225 845 3,577 3,803

2050年 7,649 807 3,305 3,537

2055年 7,125 765 3,181 3,179

2060年 6,657 729 3,029 2,899

2065年 6,198 696 2,883 2,619
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（２）合計特殊出生率の条件を変えた独自推計 

 前項の推計では、南阿蘇村の現状の合計特殊出生率が変化しないという前提であった。

しかし、南阿蘇村の現状の合計特殊出生率 1.53 は熊本県全体の 1.69 より下回ってお

り、大きな課題といえる。そこで、今後南阿蘇村の合計特殊出生率が、熊本県平均値並

みに上昇するという仮定を行い、人口推計を試みた。 

 このパターンでは、2060 年の推計人口は 7,122 人となり、合計特殊出生率 1.53 の場

合と比較して 1.17 倍となる。出生率は人口増減に影響しており、人口減少に歯止めを

かけるために検討すべき項目である。 
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【合計特殊出生率を変えた独自基準による推計】 

     

  

全体 0～14歳 15～64歳 65歳以上

2010年 11,972 1,293 6,996 3,664

2015年 11,503 1,222 6,274 4,007

2020年 11,031 1,114 5,672 4,245

2025年 10,539 1,078 5,215 4,246

2030年 10,044 1,072 4,914 4,058

2035年 9,558 1,073 4,768 3,717

2040年 9,048 1,083 4,538 3,427

2045年 8,545 1,070 4,394 3,081

2050年 8,088 1,023 4,354 2,711

2055年 7,709 957 4,392 2,360

2060年 7,402 917 3,892 2,593

2065年 7,122 897 3,616 2,609
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２．人口減少及び人口減少段階 

 

 少子高齢化の進行に伴う人口減少を段階的に分析する場合、老年人口が増加する一方で

年少人口・生産人口が減少する状況を第 1段階、老年人口は維持され年少人口・生産人口が

減少する状況を第 2段階、老人人口・年少人口・生産人口のすべてが減少する状況を第 3段

階とする。南阿蘇村では、2015 年を 100 とした場合の、その後の推計値の増減率をグラフ

にすると、2025 年までは老年人口が増加する第一段階にあるといえる。その後は、第２段

階である老年人口の維持の段階を経ずに、すべての階層の人口が減少する第３段階に突入

することが予測される。社人研の推計通りに推移すると、2065 年には 2015 年の 53.9％ま

で人口が減少すると考えられる。 
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３．人口推計シミュレーション 

 人口の変動は、出生死亡、社会増減（移動）によって規定される。言葉を換えると、

出生率や移動率が人口に大きく影響することになる。 

 出生率が人口に大きく影響することはすでに第 1 項のパターン２の推計で見たとこ

ろである。そこで、社人研推計が仮定する出生率と移動率の条件を変えて推計を試みる。 

 

（１） シミュレーション① 合計特殊出生率 2.1 の場合 

 合計特殊出生率が現状のままではなく、人口置換水準（人口を長期的に一定に保つこ

とができる水準の 2.1）まで上昇したと仮定したときにシミュレーション。 

 

 

 

 

 

 

11,972

11,503
11,072

10,613
10,167

9,782
9,385

8,953
8,537

8,155
7,856

7,586

1,293 1,222 1,174 1,191 1,222 1,226 1,237 1,235 1,241 1,239 1,243 1,258

6,996

6,274

5,587

4,997
4,590 4,409

4,117
3,915 3,759 3,737 3,714 3,709

3,664
4,007

4,311 4,425 4,355 4,147 4,031
3,803

3,537
3,179

2,899 2,619

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年

全体 0～14歳 15～64歳 65歳以上

（1920年から2015年の国勢調査結果に基づく推計） 



17 

 

        

 

  

全体 0～14歳 15～64歳 65歳以上

2010年 11,972 1,293 6,996 3,664

2015年 11,503 1,222 6,274 4,007

2020年 11,072 1,174 5,587 4,311

2025年 10,613 1,191 4,997 4,425

2030年 10,167 1,222 4,590 4,355

2035年 9,782 1,226 4,409 4,147

2040年 9,385 1,237 4,117 4,031

2045年 8,953 1,235 3,915 3,803

2050年 8,537 1,241 3,759 3,537

2055年 8,155 1,239 3,737 3,179

2060年 7,856 1,243 3,714 2,899

2065年 7,586 1,258 3,709 2,619
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（２） シミュレーション② 合計特殊出生率 2.1＋人口移動均衡の場合 

 シミュレーション①の合計特殊出生率 2.1 の条件に加え、人口移動均衡（転入、転出

数が同数となり移動数がゼロとなった場合＝移動による人口流出がなくなった場合）を

仮定した場合のシミュレーション 
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全体 0～14歳 15～64歳 65歳以上

2010年 11,972 1,293 6,996 3,664

2015年 11,503 1,222 6,274 4,007

2020年 11,059 1,142 5,672 4,245

2025年 10,610 1,149 5,215 4,246

2030年 10,199 1,227 4,914 4,058

2035年 9,789 1,277 4,795 3,717

2040年 9,363 1,326 4,610 3,427

2045年 8,938 1,309 4,548 3,081

2050年 8,566 1,271 4,584 2,711

2055年 8,281 1,215 4,706 2,360

2060年 8,077 1,201 4,283 2,593

2065年 7,914 1,213 4,092 2,609
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 ふたつのシミュレーションを分析し、今後の人口減少の歯止めにつながる施策を検討

したい。 

 まず、シミュレーション①の場合では、2060 年の推計人口は 7,586 人となる。これと

社人研推計準拠値の場合の 2060 年推計値 6,199 人を比較すると、合計特殊出生率が上

がることで推計人口が 1.22 倍になっている。 

 一方でシミュレーション②では、2060 年の推計人口が 7,914 人となり、社人研推計

準拠値の 6199 人と比較すると、1.02 倍となりシミュレーション①と比較してその差異

が小さいことが分かる。 

 人口の維持にとって出生率向上が重要であり、そのための施策が求められる。 

 

【パターン 1・2及びシミュレーション①②の比較】 
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パターン２（独自推計）

シミュレーション１（パターン１＋出生率上昇）

シミュレーション２（シミュレーション１＋移動均衡）
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３．人口の減少が地域の将来に与える影響 

 

（１）経済に与える影響 

 熊本県市町村民経済計算によれば、国勢調査が実施された 2015 年の南阿蘇村の GDP

は約 303 億円であり、村民所得の総額は約 227 憶円となっている。このまま人口減少が

続き就労人口の減少が続くと、当然ながら GDP や所得は下がっていくことになる。就労

率や労働生産性が変動しないと仮定し、人口減少のみを基準とすると、2060 年には約

159 憶円にまで減少すると予測される。 

 また家計支出の観点でも、人口が減少すれば消費額が減少してしまう。人口減少は地

域の経済活力に大きな打撃を与えると考えられる。 

 

（２）地域産業に与える影響 

 南阿蘇村で就労人口が多い産業分野は、多い順に農林業（特に農業）、医療福祉、宿

泊飲食サービス業となっている。いずれの分野においても、人口減少に伴う就労人口の

減少により、事業の持続発展だけでなく維持すら困難になる可能性がある。 

 特に農業分野では、現状でもすでに担い手の高齢化がみられ、60 歳以上の農業従事

者は男女ともに 6割を超えている。この傾向がさらに助長されれば、将来農業の担い手

不足による耕作放棄地の増加が懸念される。また医療福祉分野でも介護人材が不足する

施設が増加したり、観光の担い手である宿泊飲食業の維持が困難になることが予測され

る。 

 

（３）医療・福祉など社会保障への影響 

 生産人口の減少は、社会保障の財源確保に大きく影響する。また独居高齢者や高齢者

世帯が増加することで村の財政負担も増大すると予測される。十分な社会保障のための

予算確保が困難になるなどの課題も生じると考えられる。 

 

（４）教育・文化への影響 

 年少人口が減少すると、1学年のクラス数が減少し、部活動の実施が困難となるなど

学校教育環境に大きな影響を与える。 

 また神楽など伝統文化や祭りなどの伝統行事においても、継承者の高齢化や担い手不

足により、地域の伝統文化の継承が困難になることが懸念される。 

 

（５）地域コミュニティへの影響 

 人口減少や高齢化の進行は、地域活動を担う住民が減少することを意味する。野焼き
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といった地域行事の担い手が不足し、ボランティアを募るなどで補っている現状がある。

今後、行政区活動の衰退、集落の景観維持困難、災害時における災害弱者を支援する住

民の不足、消防団員の減少などの課題が生じることが懸念される。 
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１．目指すべき姿 

 

 南阿蘇村は現状のままの出生率が続くと 2060 年に現在の人口の 53.9％、約半数近く

まで減少すると推計される。 

 人口減少に歯止めをかけ、前項で述べた人口減少の影響を最小限に抑えるためには、

合計特殊出生率を引き上げる一方、就労人口を減少させない環境づくり、さらに移住定

住促進により社会減をできるだけ食い止めることが求められる。 

 前章で試みた人口推計のうち、出生率を独自に仮定した場合の人口は 

 特に合計特殊出生率は、熊本県平均を下回っている。前章で示したように、現状を県

平均並みに引き上げるだけでも、人口減少率は低減すると予測される。子どもを安心し

て産み育てることのできる支援が求められるだけでなく、婚活支援から子育てまでの切

れ目のない支援も求められる。 

 地域の活力を維持するためにも、産業の担い手は重要である。元気な高齢者が生涯現

役で働き続けられるような労働環境づくりを推進するとともに、転入者を増加させる定

住促進施策を展開することで、社会増を目指すことも必要である。 

 また、安定的な収入を得て暮らしを豊かにするために基幹産業である農業のブランデ

ィング推進、6次産業化推進など産業振興策が求められる。「世界一のカルデラ」といわ

れる阿蘇地域にあって、観光は農業同様重要な産業といえる。減少傾向にある観光入込

客数の増加を図ることも重要な施策といえる。 

  

Ⅳ 将来展望 

 



24 

 

 

【南阿蘇村人口ビジョンにおける基本目標】 

 

基本目標１ 

  子育て天国・南阿蘇村！若い人から選ばれる南阿蘇村づくり 

   2024 年までに、出生率 1.64 を目指す→2040 年には 1.8 に   

 結婚にいたるプロセスから結婚、出産、子育てまでを支援することで、若い人

たちが南阿蘇村でのびのびと子育てしたい！と感じてもらえる環境をつくる。 

 これにより出生率を、将来的には若いカップルが考える「子ども予定数」であ

る 2.0 に引き上げていく。 

 

基本目標２ 

  「世界の阿蘇」から発信！交流人口増加＆滞在時間延長を 

   2024 年の入込客数を 446 万人に→2040 年には 600 万人超に 

     世界農業遺産認定、ユネスコ世界ジオパーク認定地域として観光は重要な産

業の一つ。インバウンド誘客により、交流人口増加を図る。 

 

基本目標３ 

  水生まれる里・食の里！「農」のブランディング 

    2024 年までに 6次産業化支援実績を 4件に 

     南阿蘇村産の農産物の価値を高める発信を強化するとともに、高付加価値化

する商品開発支援も強化する。 

 

基本目標４ 

  住みたい・住みつづけたい村になる！南阿蘇村ライフの魅力発信で定住促進 

    2024 年の転入者数 460 人に→2040 年には 530 人に 

     南阿蘇村のすばらしい自然環境をアピールし、定住促進を図り、空き家バン

クの利活用を促進することで転入者増加を図る。 
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２．基本目標実現のために 

（１）基本目標１ 子育て天国・南阿蘇村！若い人から選ばれる南阿蘇村づくり 

    

    南阿蘇村では今年度までの 5 年間で実施する「子ども・子育て支援事業計画」

を策定し、これまでも子育て支援に努めてきた。令和元年度でいったんこの計画

時期が終了するのを機に、支援対象者である子育て世代に、子育て支援サービス

についての満足度や要望等を聴き取り、「子どもを産む育てたくなる地域」の姿

を再考することも必要ではないだろうか。 

   熊本県には球磨郡山江村のように合計特殊出生率が 2.0 という実績を出してい

る地域がある。 

ただし、その山江村でも婚活支援は課題となっている。南阿蘇村でも、「子育

て」だけでなく婚活支援策を強化していく必要がある。熊本県北地域では広域ま

たは自治体単独での結婚相談制度を設けて成果を上げている地域もある（荒尾玉

名地域、山鹿市）。社人研の「出生動向調査」では、妻の結婚年齢が 20～24 歳の

夫婦では平均出生子ども数が 2.08 人、25～29 歳では 1.92 人、30～34 歳では 1.50

人となっている。晩婚化が子どもの数の減少につながっている現状がうかがえる。 

 

（３）基本目標２ 「世界の阿蘇」から発信！交流人口増加＆滞在時間延長を 

 

南阿蘇村の観光入込客数は、650 万人程度で推移してきたが、熊本地震により

300 万人まで減少した。現在、徐々に回復しつつあるが、地震前の水準には戻っ

ていない。 

近年の国内旅行のキーワードは、過ごし方については「暮らすように旅をする」、

ターゲットについては「ワ―ケーション」「ブリ―ジャー」といわれる。 

    「暮らすように旅をする」は、文字通り、地域住民の生活の中に観光客と取り

込む考え方。地域住民の普段の暮らしこそが他地域から訪れる人にとっては珍し

く興味深いという視点から、その地域の伝統的生活文化を体験プログラムとして

観光商品に仕上げていく手法である。これに関連して、何か地元の祭りや業時の

時に他地域の人を巻き込む「関係人口増加」という戦略もある。実際南阿蘇村で

は、すでに野焼きボランティアとういかたちで関係人口増加に取り組んできた。

阿蘇長野神社の神楽など地域の伝統文化の継承でも関係人口が活躍する余地は

大きい。彼らは、定期的に村を訪れ宿泊や食事にお金を落とし、ゆくゆくは移住

者にもなりえる大切な「お客様」である。「関係人口拡大」は重要な観光戦略の

一つといえる。まずは、現在、南阿蘇村の関係人口として訪れている人たちの素

晴らしい体験を、動画などで実感してもらう仕掛けが必要である。 
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「ワ―ケーション」とは「ワーク」と「バケーション」を組み合わせた造語で

ある。現代は（業務内容にもよるが）ノートパソコンが 1台あれば、どこででも

仕事ができるユビキタス時代だ。休暇中、ちょっとだけ仕事にもどる時間をつく

ることで、休暇を取りやすくする。条件は、豊かな自然と WiFi などインフラ整

備。南阿蘇村の自然の中でゆったりくつろぎ、かつ、仕事も…という旅のスタイ

ルである。 

一方、業務旅行、いわゆる出張の際、ついでに観光をするという人は出張する

人の 3 割を超えるというデータがある（JTB 総合研究所「進化し領域を拡大する

日本人の国内旅行」2019 年）。このような旅行を「ブリージャー」と呼び、熊本

県の場合はこちらの旅のほうが現実的ではある。関東関西からの出張者を、「つ

いでに」阿蘇へ誘客する、あるいは学会など大掛かりなシンポジウムのエクスカ

ーション（小旅行）として、阿蘇へ誘客することが考えられる。 

そのためには、熊本市の MICE 戦略の一環として誕生した熊本城ホールで開催

されるシンポジウム主催者、関係する旅行代理店へ DM を送るなどして営業活動

を行うことも必要である。 

このような戦術を実施するのは、昨年度発足した南阿蘇村 DMO が中心とな

って役割を担うことになる。今後観光振興にあたっては、南阿蘇村 DMO と連

携し役割分担をしながら有効な対策を立てていく必要がある。 

 

（３）基本目標３ 水生まれる里・食の里！「農」のブランディング 

 

南阿蘇村の主な農畜産物は、米、そば、トマト、あか牛。観光農園もあり、6 

次産業化にも取り組んできた。村の農政課では有機農業推進係をおいて環境保全

型農業を推進している。有機栽培の菊芋を加工販売する農家もあり、清冽な湧水

で育った農産物は都市部の人にとって非常にとって好感度も高い。農の分野で南

阿蘇村は非常にポテンシャルが高い地域といえる。さらに、これらの農産物はあ

そ望の郷みなみあそで販売され、観光客が気軽に購入することができる。このよ

うな南阿蘇の食の優位性を道の駅等の販売所店頭や動画等でさらに積極的に発

信することで、安全でおいしい食の聖地・南阿蘇村を印象づけたい。 

また、関東関西福岡都市圏への積極的な販路開拓、物産展の開催などを行うな

ど、あそ望の郷みなみあそとともに統一的なロゴマークのもと、南阿蘇ブランド

を浸透させていくことも必要と考えられる。 

さらに、6 次産業化の積極的支援を行うことで、一次産品だけでなく加工品に

おける「南阿蘇ブランド」を確立する。 

これもあそ望の郷みなみあそを拠点に発信するとともに、上記一次産品ととも

に物産展などへの積極的出展を行っていく。 
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     一方担い手育成については、南阿蘇村では平成 26 年には 9 人の新規就農者

があったといった実績がある。新規就農者を支援する NPO 組織もあり、そのよ

うな民間の機関と連携しながら新規就農者支援を行うことで、後述の移住定住

促進にもつながると考えられる。 

 

（４）基本目標４  

住みたい・住みつづけたい村になる！南阿蘇村ライフの魅力発信で定住促進 

      

     南阿蘇村の社会増減は、平成 28 年度転出 642 人に対して転入が 417 人とな

っており、転出超過である。前章でみたように社会増減が人口減少に与える影

響は、大きいとはいえないが、そもそも前章に掲げた人口推計の仮定では転出

率が半減することを前提にしている。南阿蘇村に限ったことではないが、定住

促進は人口減少対策の大きな柱の一つである。実際南阿蘇村では、空き家バン

ク活用実績もあり、村外からの移住実績も上がっている。 

     今後、移住定住促進策をさらに強化するためには、「しぼりこみ」が必要だ

と考えられる。例えば、定住促進の成功事例といわれる広島県、高知県では、

PR 対象を 30～40 代にしぼりこみ、結果を出したという。シングルマザー支援

で有名になった島根県浜田市や邑南町も、社会で孤立しがちな層をターゲット

として戦略的にしぼりこむことで成功したといえる。前項とも関連するが、新

規就農に力点をおき、新規就農の聖地として南阿蘇村を発信するなどの戦略性

が求められる。 

 

 

  



28 

 

３．数値目標達成時の人口推計 

 

前項で掲げた合計特殊出生率目標及び転入者増の目標を達成した場合、2065 年の人

口は 7,236 人と推計される。 

 数値目標達成は一朝一夕に達成できるものではないが、農業及び観光振興で得た原資

を子育て支援や定住促進に投資し、今後の人口が 7,000 人台前半を維持できるような取

り組みを推進することが求められる。 

 

 

 

【上記推計において想定した合計特殊出生率の推移】 
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全体 0～14歳 15～64歳 65歳以上

年 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2064

合計特殊出生率 1.60 1.64 1.70 1.75 1.80 1.85 1.90 1.95 2.00 2.00
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